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バームハイツ西葛西 防火防災管理細則  

バームハイツ西葛西（以下「本マンション」という。）の区分所有者は、バームハイ

ツ西葛西管理規約（以下「規約」という。）第７０条（細則）および第７０条の３に

基づき、次のとおりバームハイツ西葛西防火防災管理細則（以下「本細則」という。）

を定める。  

第１章 総 則 

（目 的）  

第１条 本細則は、本マンションにおける防火防災管理に関する基本事項を定め、

火災その他の災害を予防するとともに、火災、地震その他の災害等による人

命の安全および被害の軽減を図ることを目的とする。  

（適用範囲）  

第２条 本細則は、居住者並びに本マンションの管理業務を受託している者およ

び本マンションに来訪するすべての者に適用するものとする。  

（定 義）  

第３条 本細則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところに拠る。  

一 管理権限者 

防火対象物について正当な管理権を有し、当該防火対象物の管理行為

を法律、契約または慣習上当然行うべき者。本マンションにおいては

管理組合理事長が該当する。 

二 防火管理者 

消防法に定める国家資格であり、その資格を有する者のうち防火対象

物において防火上必要な業務を適切に遂行でき、その防火対象物の防

火上の管理・予防・消防活動を行う者をいう。 

三 統括防火管理者 

建物の規模、用途等が一定の条件に該当し、管理権原が分かれている

防火対象物（建物）において必要とされる、一定の権限等を付与され

た防火管理者。本マンションでは、建築物の高さ等の関係上統括防火

管理者を配置することになるが、本細則では特段の理由がない限り、

資格名である「防火管理者」と表記する。 

四 管理委託業者 

スタイル定義: 見出し 5

コメント  [T1]: 現行第１条に対応。  

コメント  [T2]: 災害等から守る対象

は居住者に限らないので、文言を変

更。  

コメント  [T3]: 火気使用の制限等居

住者以外の行為を規制する必要があ

るため、適用範囲を拡大。  
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当マンションと管理委託契約を結んだマンション管理業者を管理委託

業者という。なお、マンション管理業者とは、マンション管理組合か

ら委託を受けて管理事務（マンションの管理に関する事務であって、

基幹事務を含むもの）を行う行為を業として行う者をいう（マンショ

ンの管理の適正化の推進に関する法律第２条）。 

第２章 管理権原者および防火管理者の責務 

（防火管理者の選任）  

第４条 理事長は管理権原者として、防火管理者の資格を有する組合員の中から、

建物全体の防火管理業務を適正に遂行できる権限と知識を有する者を、理事

会の承認を得て、統括防火管理者（以下「防火管理者」という。）に選任（解

任）する。  

２ 前項にかかわらず、防火管理者を選任するのが困難な場合、理事長は、副理

事長に防火管理者の資格取得および防火管理者への就任を要請できるものと

する。なお、資格取得に要する費用は、管理組合で負担するものとする。  

（防火管理者の責務）  

第５条 防火管理者は、防火管理業務の推進責任者として、次の業務（以下、こ

れらの業務を総称して「防火管理業務」という。）を行わなければならない。 

一 防火管理に係る消防計画（以下「消防計画」という。）の作成・届出を

行うこと 

二 消火、通報および避難の訓練を実施すること 

三 共用部分に属する消防用設備等の点検・整備を行うこと 

四 共用部分における火気の使用または取扱いに関する監督を行うこと 

五 共用部分に設置された避難または防火上必要な構造および設備の維持

管理を行うこと 

六 管理権原者に対する助言および報告 

七 その他防火管理上必要な業務 

（消防機関への報告等）  

第６条 防火管理者は、適正・円滑な防火管理業務を行うため、常に管轄消防署

と連絡を密にし、次の業務を行うものとする。  

一 消防計画の提出（改正の場合はその都度） 

二 建築物および諸設備の設置または変更の事前連絡並びに法令に基づく

諸手続 

三 消防用設備等の点検結果の報告 

コメント  [T4]: 現行第１０条に対応。 

コメント  [T5]: 現行第１０条に対応。 
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四 消防用設備等の点検および火災予防上必要な検査の指導要請 

五 教育訓練の指導要請 

六 その他法令に基づく報告および防火管理について必要な事項 

（管理権原者の義務）  

第７条 理事長は、本マンションの安全性を高めるように努め、次の各項を確実

に実施しなければならない。  

一 防火管理者の作成する防火管理に係る消防計画（以下「消防計画」と

いう。）に基づき、当該防火管理者に防火管理上必要な業務を実施させ

ること。 

二 防火管理者が防火管理上必要な業務を適切に遂行できるように協力す

ること。 

三 防火管理者を選任（解任）した場合、消防機関へ届け出ること。 

（防火管理者の任期等）  

第８条 防火管理者の任期は、防火管理者に選任された日から翌々期の定例理事

会の開催日までとする。ただし、再任を妨げないものとする。  

２ 辞任によって退任する防火管理者は、後任の防火管理者が就任するまでの間、

引き続きその職務を行う。  

３ 防火管理者には、管理組合より月額５，０００円宛支払うこととし、前年６

月分から当年５月分までを毎年５月に一括して支払う。  

（防火管理業務の一部委託）  

第９条 理事長は、規約第３３条（業務の委託）に従い、理事会の承認を得て防

火管理業務の一部を外部委託することができる。  

２ 外部委託の開始若しくは中止並びに委託先、委託内容等の変更についても、

理事会の承認を得る必要がある。  

（防火管理者の業務の委託）  

第１０条 前条第１項および第２項により防火管理者を選任することが困難な場合、

理事長は、所轄消防署長の承認を得て防火管理者の業務を外部委託すること

ができる。  

２ 前項の場合、委託内容の詳細を総会で説明し、その承認を得る必要がある。  

第３章 防火防災委員会 

（防火防災委員会の設置）  

第１１条 防火防災担当理事は、防火防災業務の適正で効果的な活動を図るため、

コメント  [T6]: 一定の熟度が必要な

業務のため理事の任期と同じ 2 年と

する。  

コメント  [T7]: 現行第１０条本文後

段のなお書きに対応。  

現行細則では、一部委託方法が定め

られていない。  

コメント  [T8]: 現行第３条に対応。  

防火管理者を委員から独立させる。  

規約で定める防火防災担当理事の役

割を本条および次条で明確にする。  
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防火防災委員会（以下「委員会」という。）を組成する。  

２ 委員会の構成員（以下「委員」という。）は、防火防災担当理事が居住者の中

から指名する。  

３ 委員会の委員長は、指名された委員の互選により選出する。  

４ 委員の任期は、委員に指名された日から翌々期の定例理事会の開催日までと

する。ただし、再任を妨げないものとする。  

（委員会の開催）  

第１２条 委員会の開催は、定例委員会および臨時委員会とし、定例会は（  ○○  ）

月および（  ○○  ）月に、臨時会は委員長が必要と認めたときに招集する。  

２ 防火防災担当理事は、委員会の運営を指導し、その活動状況を理事会に報告

しなければならない。  

（委員会の任務）  

第１３条 委員会は、次の事項について調査・検証し、防火管理者に改善策等の意

見を具申するものとする。  

一 消防計画の内容 

二 通報避難、消火の訓練の実施内容 

三 共用部分に属する消防用設備等の点検・整備状況 

四 共用部分における火気の使用または取扱いに関する監督状況 

五 共用部分に設置された避難または防火上必要な構造および設備の維持

管理方法 

２ 防火管理者は、防火防災委員会の調査・検証結果を踏まえて、必要に応じて

消防計画の見直しを行うものとする。  

３ 委員会は、防火管理者と協同して（防火管理者の指示に基づき）次の各項を

実施する。  

一 消防用設備・防災関連設備等の整備（立ち入り検査に対応する改善を

含む） 

二 居住者への防火・防災教育の実施 

三 消防設備等の点検検査および記録の保存 

四 防火防災訓練の実施 

五 居住者への防火防災情報の周知徹底 

六 防火・防災に関する諸規定案の提示 

七 その他、防火・防災に関する業務 

（委員会の運営）  

第１４条 委員会の運営に関することで本細則に記載のない事項については、委員

会で検討のうえ理事会にて決議する。  

２ 委員会の運営に要する費用は、管理会計から支出する。  

コメント  [T9]: 委員の活動は、当マ

ンションでの経験と習熟が必要と考

え、２年の任期とする。  

コメント  [T10]: 現行第４条に対応。 

コメント  [T11]: 理事会の種別と平

仄を合わせる。  

コメント  [T12]: 現況に合わせて決

定したい。  

コメント  [T13]: 防火防災担当理事

の役割を明記する。  

コメント  [T14]: 消防法の主旨に則

り、防火管理者の固有業務との違い

を明確にする。①調査検証業務を第

１項に、②自衛消防活動類を第２項

に整理して規定し直す。  

コメント  [T15]: どちらにすべき

か？  

コメント  [T16]: 現行第６条に対応。 

表現を適正化する。  
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第４章 災害予防措置 

（居住者の遵守事項）  

第１５条 居住者は、避難施設および防火施設の機能を有効に保持するため、次の

事項を遵守しなければならない。  

一 住戸内においては火気の使用に注意を払うこと。 

二 住戸の出入口等（玄関ドア、窓等）は開閉機能が損なわれることがな

いように維持管理すること。 

三 バルコニー、特に仕切り板および垂直避難口周辺には避難の妨害とな

る物品等を放置しないこと。 

四 廊下、階段、避難通路等共用部分へ私物を放置しないこと（特に燃え

やすい物および避難障害となる物品を置かないこと）。 

五 次の設備周辺に使用の妨げになる物品を放置しないこと。 

① 消防用設備等（避壁、器具、屋内消火栓設備等）  

② 連結送水管設備および移動式粉末消火設備  

六 専有部の定期的な消防設備点検を受けること。 

２ 居住者の防火対策が不十分と認められるとき、委員会は当該居住者に対して

改善措置を求めることができる。  

（火気等使用時の遵守事項）  

第１６条 火気等を使用する入居者は、次の事項を遵守しなければならない。  

一 ストーブ等の火気使用設備器具は、指定された場所以外では使用しな

いこと。 

二 火気使用設備器具は、使用前後に必ず点検すること。 

三 火気使用設備器具を使用する場合は、周囲に可燃物があるか否か確認

し、安全な場所以外では使用しないこと。 

（火気使用の申請）  

第１７条 次の各号に掲げる行為を行おうとする者は、その旨を防火管理者（管理

組合理事長）に申請して、承認を受けなければならない。  

一 工事等のために臨時に火気を使用する行為 

二 電気設備等の新設、移転、改修等 

三 火気を使用する催物等の開催 

第５章 消防訓練等の実施 

（自衛消防訓練）  

コメント  [T17]: 現行第８条に対応。 

「遵守事項」というオブリゲーショ

ンを伴う表現に変更。  

各項の平仄等を合わせる。  

コメント  [T18]: 遵守事項に実効性

を持たせるため規定する。  

コメント  [T19]: 現行第７条に対応。 

コメント  [T20]: どちらが良いのか、

要検討。  

コメント  [T21]: 基本使用細則第６

条第６項と重複するが、注意喚起の

意味で敢えて記載する。  

コメント  [T22]: 現行細則には記載

がないが、消防訓練は管理権原者の

義務であり、また防火管理者の責務

であるため、新たに条項を設ける。  
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第１８条 防火防災委員会は、自衛消防訓練を防火管理者の指導のもと、消防計画

に則り行うものとする。なお、訓練の目安は次のとおり。  

一 総合訓練 

春、秋の火災予防運動期間中をめどに、火災等災害発生時の消火、通

報、避難誘導、救護等について連携して行う。 

二 部分訓練 

必要に応じて、消火、通報等訓練分野を絞って行う。 

三 基礎訓練 

年１回をめどに、屋内消火栓等の操作および取り扱い訓練、机上によ

る想定訓練を委員を対象に実施する。 

（訓練の実施、報告）  

第１９条 防火管理者は、消火訓練および避難訓練を実施する場合、または実施し

た場合は理事会に報告したうえ、「消防訓練実施（計画）報告書」により、管

轄消防署に報告する。  

２ 防火管理者は、訓練の実施結果を防火管理台帳に記録して３年間保存する。  

（震災訓練）  

第２０条 震災訓練の実施は、各種消防訓練に準じて実施するとともに、関係機関

の行う訓練または地域において実施する訓練にその都度参加するものとする。 

第６章 消防用設備の点検 

（消防用設備等の自主点検）  

第２１条 消防用設備等の維持管理を図るため、管理委託業者は、当マンションに

おける自主点検として、管理委託契約書に基づき外観目視点検を実施し、実

施結果を建物点検報告書等に記録し理事長あて報告するものとする。  

（消防用設備等の法定点検）  

第２２条 消防用設備等の法定点検は、管理委託業者に委託して行うものとする。  

２ 防火管理者は、消防用設備等の点検実施時に立会うものとする。  

（点検検査結果の記録・報告）  

第２３条 消防用設備等の目視点検および法定点検を実施した者は、その結果を防

火管理者に報告しなければならない。  

２ 防火管理者は、その報告の内容を理事長に報告するとともに、点検検査結果

については第１９条（訓練の実施、報告）第２項に記載の防火管理台帳に記

録し、保存しなければならない。  

コメント  [T23]: マンションの場合

報告義務はあるのか？  

コメント  [T24]: マンションの場合、

必要かどうか？  

コメント  [T25]: 防災の文言を入れ

た細則名からして必要な条項か？  

コメント  [T26]: 火災予防上の自主

検査の一環として位置付ける。  

コメント  [T27]: ㈱長谷工コミュニ

ティとの管理委託契約で検査内容に

記載されている。  

コメント  [T28]: 法令で義務付けら

れている。  
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３ 消防用設備等の法定点検の結果は３年に１回、所轄消防署に報告するものと

する。  

（不備欠陥等の整備）  

第２４条 防火管理者は、点検検査結果に基づく不備欠陥事項について、防火防災

管理委員会と協議したうえ改修計画をたて、その促進を図るとともに、理事

長に報告するものとする。  

第７章 災害発生時の対応 

（火災が発生した場合の行動）  

第２５条 火災が発生した場合は、居住者は次の消火活動を行う。  

一 火災を発生させた者、または火災を発見した居住者は、大声を出し、

消火栓およびインターフォンの非常ボタンを押し、他の居住者に知ら

せる。 

二 １１９番通報は、火災を発生させた者、または近隣の居住者が協力し

て行う。 

三 初期消火は、消防隊が到着するまで居住者が協力して行う。 

四 玄関から避難できない場合にあっては、バルコニーの仕切板を破壊し

て隣戸から避難する、または垂直避難口から階下に降り避難する。 

（地震が発生した場合の行動）  

第２６条 地震が発生した場合は、次の事項について行うものとする。  

一 出火防止の措置 

防火管理者は、管理委託業者と共に、共有部分の火気使用設備器の使

用停止を行うとともに、その確認を行うものとする。 

二 情報の収集 

防火管理者は、委員と共に、周辺の被災状況を把握するとともに、情

報を積極的に収集し、その対応措置を講ずるものとする。 

三 消火活動 

消火の任に当たる委員は、発災場所の状況を把握し、重要な施設等の

消火活動に当たるものとする。 

（地震後の安全措置）  

第２７条 管理委託業者は、地震発生後は建物、火気使用設備器具、危険物施設等

の点検検査および応急措置を行うとともに、全機器について安全性を確認後、

防火管理者の許可を得て、使用を開始するものとする。  

コメント  [T29]: 現行細則第９条に

対応。  

現行細則をそのまま踏襲する。  
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第８章 防災マニュアルの策定 

（防災マニュアル）  

第２８条 防火防災委員会は、管理規約、本細則に準拠して、居住者に対する防災

マニュアルを起案することができる。主な項目は次のとおり。  

一 居住者の防火防災に関する意識付け 

二 防火防災対策の周知徹底 

三 災害発生時の対応方法 

四 防火防災に関する防火防災委員会の役割 

五 その他火災予防上必要な事項 

（策定手続）  

第２９条 前条の防火防災マニュアルは、規約検討委員会にて、法令、規定等との

整合性、記述項目間の齟齬の有無等を検証したうえで、理事会で決定するこ

とができる。  

２ 決定した防火防災マニュアルに不備が見いだされた場合は、直ちに前項の手

続により改訂しなければならない。  

附   則 

（効力発生）  

第１条  本細則は、平成２０年３月９日の管理組合臨時総会開催日から効力を生

じるものとする。  

（改正等）  

第２条  平成３０年７月１５日の管理組合定期総会により、本使用細則の名称、

前文を修正し、第 7 条（自衛消防隊の編成）、第８条（自衛消防隊の任務）、

第１０条（点検検査）、第１１条（訓練）、第１２条（消防機関との連絡）を

削除し、第１条（目的）、第２条（防火対策委星会）、第３条（委員会の編成）、

第４条｛委量会の開催）、第５条（委員会の任務）、第６条（委員会の運営）、

第９条（火気使用の申請）、第１３条（報酬）を改正し、第８条（居住者の行

う防火対策）、第９条（火災が発生した場合の行動）、第１０条（防火管理者

の業務）を追加し、平成３０年７月１５日より施行する。  

（改正等２）  

第３条  令和元年○月○○日の定例総会決議により、本細則を全面改正し、令和

元年○月○○日より施行される。  

ただし、施行日以降、受託者との業務委託内容に変更がある場合、本細則の

削除 : （効力発生）

第１条  本使用細則は、令和〇

年〇〇月〇〇日の臨時総会決議に

基づき、令和２年６月１日から施

行される。

削除 : する
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各条項を見直し、適切な改定を実施しなければならない。  

 


